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経済改革と求心力の低下にゆれる
統一進歩連合政権
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概　　況
　2009年の連邦下院選挙で会議派は206議席，統一進歩連合（UPA）全体では262議
席を獲得したものの，下院の定数545の過半数に達しないため，マンモーハン・
シン政権は UPA内外の政党の支持と慎重な政権運営が不可欠であった。しかし，
近年，内部の軋轢が目立つようになり， 3年目を迎えた第 2次 UPA政権は懸案
となっていた経済改革を押し通すなど一定の成果を上げたものの，求心力の低下
が目立った。UPA内で最大の不安定要素はママタ・バネルジー西ベンガル（WB）
州首相率いる全インド草の根会議派（AITC）であった。AITCはWB州を中心に
貧困大衆の支持を得て勢力を拡大してきた政党であるため，たびたび政府の「反
人民」的政策＝構造改革に反対してきた経緯があり，改革を進めるうえで大きな
政治的障害となっていた。結局，AITCは政府の改革姿勢と対立し 9月に UPAと
袂を分かつことになる。AITCが離脱することによって構造改革は進んだ。
　経済に関しては，2012年のインドは，前年に引き続き成長減速と高いインフレ
率に直面し，とくに海外からはスタグフレーション入りを懸念する声も聞かれた。
こうしたなか，政府は財政赤字抑制のため，機動的な財政出動を行うことができ
ず，中央銀行はインフレ期待の上方リスクを懸念して 4月以降，利下げに踏み切
ることができなかった。また，2012年，財政赤字と経常収支赤字は，2011年に引
き続き高い水準で推移した。これらはインド経済の脆弱なファンダメンタルズの
象徴としてとらえられ，資本流入は年央にかけて減少し，為替レートは対ドルで
史上最安値を更新した。ただし，2011年とは異なり，経常収支赤字は資本流入に
より賄われたため，外貨準備はわずかながら増加する見通しである。また，政策
対応の手詰まり感のなか，政府は 9月から10月にかけて，懸案となっていた外国
直接投資（FDI）による外資出資比率規制の緩和や燃料価格の引き上げなどの経済
改革を相次いで発表し，経済を再び成長過程に乗せようと試みている。

2012年のインド
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　対外関係は，2012年は近年でもっとも安定した年であった。アメリカのイラン
制裁を巡る圧力，中国との国境を巡る齟齬，あるいは，ロシアとの原子力発電所
建設を巡る食い違いなどはあったが，大きな紛争はなかった。パキスタンとも前
年からの関係改善が継続しており，貿易品目の拡大や FDIの承認，そしてビザ
発給緩和などの経済・貿易面で関係正常化に向けた取り組みが続けられた。

国 内 政 治

求心力の低下が目立つマンモーハン・シン政権
　会議派率いる UPA政権の政権運営には近年，さまざまな軋轢が目立つように
なってきた。2012年初めの「国家対テロリズム・センター」設立問題もその一例
である。これは2008年11月26日のムンバイのテロ事件をふまえて，高度な情報能
力を備えた対テロ機関を設置する必要性が認識されたことが背景にある。そのた
め2012年 1月11日に内閣公安委員会は強力な捜査，逮捕権限を持つ「国家対テロ
リズム・センター」の設立を承認し，内務省が 2月 6日に設立を発表した。しか
し，インドはすでに「情報局」や「調査・分析局」などの情報機関を持つうえに，
事件後の2009年には「国家捜査庁」が設立されており，これらに加えて同セン
ターを設立する必要性には疑問が呈された。また，州政府からは州の権限を侵す
ものとして反対が巻き起こった。シン政権は州政府の理解を得るため 4月16日，
5月 5日に州首相会議を開催するなど理解を求めたが，野党だけでなく会議派の
州首相からも反対され，同センター設立の決定は先延ばしされている。
　また，鉄道予算における運賃値上げを巡っても混乱が起きた。 3月14日に出さ
れた2012年度鉄道予算で運賃の値上げが発表されると，AITCのママタ・バネル
ジーWB州首相が激しい抗議を行った。AITCは UPAの一員で，かつ，鉄道大臣
は AITCの D・トリヴェディであったにもかかわらずである。バネルジー州首相
が反対したのは AITCが貧困大衆の党として人々にアピールしているからである。
結局トリヴェディは辞任に追い込まれ，20日に AITCのM・ロイが新大臣となり，
庶民が利用する低クラスの運賃の値上げは撤回された。低クラスの運賃は 9年間
値上げされていない。
　 7月には連立政党である民族主義会議派（NCP）の政権離脱騒動が発生した。21
日に NCPの党首で連邦閣僚のシャラド・パワル農業および食品加工業大臣と
P・パテール重工業・公企業大臣は UPA内で重要な決定において NCPの意見が
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十分に尊重されていないとして辞任を表明し，党は閣外から UPAを支持すると
発表して会議派を慌てさせた。パワルがこのような行動にでたのは中央での会議
派と NCPの間の問題もあるが，マハーラーシュトラ州での会議派・NCP連立政
権の運営を巡る軋轢も重要な要因であった。 5月に会議派の P・チャヴァン州首
相は，州政府が巨額の資金を灌漑プロジェクトに投下してきたにもかかわらず州
は旱魃状態にあるとして，長年灌漑行政に携わってきた NCPのアジット・パワ
ル州副首相を暗に批判した。アジット・パワルはシャラド・パワルの甥であり，
NCPはこれを NCPへの批判と受け取った。また NCPは，インド中央銀行であ
るインド準備銀行（RBI）が 5月に，マハーラーシュトラ州協同組合銀行の理事会
を不適切な経営を理由として解散し，同協同組合銀行を州政府の管理下においた
ことも NCPに対する攻撃と受け取った。農民を支持基盤とする NCPは，同協同
組合銀行に影響力を確保し農民層の要求に応えることで，農民の支持を獲得して
きたことから，RBIの動きは NCPの影響力を弱める行為と映ったのである。
　これに対して会議派指導部は中央には UPA全体の，そしてマハーラーシュト
ラ州には会議派と NCPの調整会議を設けることを提案し，NCPがそれを受け入
れたことで 5月25日に事態は収拾され，NCPは UPAからの離脱を撤回した。
　以上のようにシン政権は UPA内外の支持を取り付け，政権の求心力を維持す
ることに多大の時間を割かざるをえなかった。そのピークが総合小売業への FDI
を巡る混乱と AITCの UPAからの離脱であった。シン政権にとって AITCは大
きな足かせであった。上述のように政府は AITCの要求に応じて鉄道予算を部分
的にではあるが撤回せざるをえなくなった。また 6月18日には，政府の財政赤字
を削減するための「財政責任・予算管理法」（FRBM法）で制限されている州政
府の市中借入限度枠を，WB州に対しては拡大することを認めた。しかし，政府
の重要施策である経済改革が AITCと衝突したとき，政府の譲歩は限界に達した。
　 7月19日に大統領選挙が行われ，会議派の P・ムカルジー財務大臣が25日に大
統領に就任したことを受けて，31日に内閣改造が行われ，P・チダンバランが財
務大臣に，S・K・シンデーが内務大臣にそれぞれ就任し，企業問題大臣のM・
V・モイリーが電力大臣を兼任することになった。この人事を契機に，2011年末
から棚上げされていた経済改革が実施に移されることになった。

総合小売業への外国直接投資（FDI）を巡る政党政治
　経済構造改革に直面するインドで，今年大きな政治問題となったのは小売業へ
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の FDIに関する規制緩和である。インドの小売り部門の雇用は2000年代中頃で
約3500万人と推定されているが，事業者の大部分が小規模かつ伝統的な小売りで
あり，流通は複雑かつ非効率であるという問題を抱えている。近代的な大規模小
売店業者が占める売り上げは全体の数パーセントと推定されている。
　このような後進性から中央政府は流通部門の構造改革に取り組んできたが，近
年の経済成長の鈍化は改革への大きな圧力となった。2011年11月には，スーパー
マーケットのように複数ブランドを扱う総合小売業で51％まで FDIの出資比率
を認める閣議決定がなされた。しかしこれには，主要野党に加え UPA内のドラ
ヴィダ進歩連盟（DMK）や AITCからも反対が強まり，関連団体も反対運動を激
化させた。そのため政府は同年12月 5日には改革を棚上げせざるをえなくなった。
　事態が再び動き出したのは2012年 9月であった。14日には，シン政権は経済の
立て直しを目指し大規模な経済改革政策を発表したが，そのなかで総合小売業に
対する FDIの上限を51％まで認めることなどを発表した（「経済」の項を参照）。
この時期は軽油価格の引き上げ，プロパンガスの供給制限などが重なり，再び広
範な反対運動が起きた。同20日には野党勢力は全国でゼネストを組織し，全イン
ド商業者連盟などは決定を撤回するよう訴えた。
　なかでも激しい反発を示したのはママタ・バネルジーWB州首相であった。
2009年以降 UPAに参加している AITCが反発したのは，貧困大衆の政党として
の存在意義からである。同州首相は 9月18日に UPAからの離脱を決定し，21日
には中央政府から AITC閣僚が辞任し，WB州での連立も解消した。さらに
AITCはシン政権に対する不信任案を可決させるため野党を巻き込んでいった。
　もっとも，シン政権にとってはこのような AITCの動きは計算済みであり，
AITCの離脱は，かえって改革を進める大きな機会となった。政府は10月 4日に
は保険業や年金部門でさらなる改革を決定した。また，28日には内閣改造を行い，
議会で過半数割れという事態を引き起こしかねない動きに対して体制を整えた。
　AITCは冬期国会が開始された11月22日に下院に政府不信任案を提出したが，
過半数の賛同を得られず否決された。不信任案の再提出は不信任案提出後 6カ月
間行えないため，当面の政情不安は回避できると思われた。しかし，総合小売業
の FDI規制緩和問題はその後も連邦議会を空転させ，政府は議会で審議・票決
することを迫る野党の要求を無視することができなくなった。また，最高裁判所
がこれに関して関連法規である外国為替管理法の細則の改正，その議会での審議
が必要との判断を示したことも，政府が方針変更する要因となった。通常，政府
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による行政決定は議会の票決に付されないため，これは異例の判断であった。
　連邦下院では12月 5日に政府の FDI政策の撤回を求める動議が票決に付され，
反対253票，賛成218票で否決された。 7日には上院でも票決が行われ反対123票，
賛成109票でやはり否決された。政府を助けたのはライバル関係にある社会主義
党（SP）と大衆社会党（BSP）であった。下院での票決では両政党とも投票直前に退
席し，また，上院では，SPは投票直前に退席し，BSPの15議員は反対に加わり，
両院とも政府が過半数の反対票を確保することを助けた。
　両党とも政府の FDIへの門戸開放政策には反対を表明しているにもかかわら
ず，政府を助けたのは，両党が地盤とするウッタル・プラデーシュ（UP）州で会
議派の影響力が低下したため会議派を助けることが自党のダメージにつながらな
いからであった。その一方で，否決動議に賛同するインド人民党（BJP）と歩調を
合わせれば BJPがヒンドゥー民族主義を掲げていることからムスリムなど重要
な支持基盤の反発を招く可能性があり，安易に否決動議に同調できなかった。ま
た，規制緩和がされたとしても，各州政府は総合小売業に対する FDI政策を受
け入れるか否かの決定権を持ち，さらに，FDIは一定割合をインフラ整備にあて
ることなどの条件が課されていることも政策が受け入れられる要因となった。
　 9月の政策発表と同時に総合小売業へ FDI参入を認めたのは，会議派の政権
担当州およびジャンムー・カシミール州，ダマン，ディウ，ダドラ・ナガル・ハ
ヴェリであった。それに加えて BJP政権のヒマーチャル・プラデーシュ州，グ
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ジャラート州も賛意を表明した。一方，AITCのWB州や全インド・アンナ・ド
ラヴィダ進歩連盟が政権につくタミル・ナードゥ（TN）州は反対を表明した。
　総合小売業への FDIの開放にはさまざまな制約があり，急激な影響はないか
もしれないが，長期的には零細小売部門に大きな打撃となりうる。改革で成長率
が持ち直さなければ，それは UPA政権への不満となってはね返るであろう。

州議会選挙
　2012年には州議会選挙が 7つの州で行われた。結果は表 1のとおりである。
　前半には，マニプル州で 1月28日，パンジャーブ州とウッタラカンド州で 1月
30日，UP州では 2月 8日から 3月 3日まで 7日に分けて，そしてゴア州では 3
月 3日に投票が行われた。開票は 3月 6日にまとめて行われた。
　注目されたのは UP州であった。UP州は人口約 1億9000万人（2011年センサ
ス）のインド最大の州で，その趨勢は中央政界にも影響を及ぼすからである。近
年 UP州では会議派，BJPともに影響力が低下し，SPと BSP が有力となった。
今回の選挙では2007年に単独過半数を制したクマーリー・マヤワティ率いる
BSPが再選されるかどうかが注目された。BSPは社会の最底辺にある「ダリッ
ト」（被抑圧民）と呼ばれる社会的弱者層を主な支持基盤とする政党で，ダリット
重視の政策が特徴であった。たとえば2010年 1月には，年間所得で定められた貧

表 1　州議会選挙結果
【 3月 6日開票】
○マニプル州（定数60議席，投票率79.2％）
会議派-42議席，AITC-7，マニプル州会議派党-5，ナガ人民戦線-4，その他-2
○パンジャーブ州（117議席，78.2％）
シロマニ・アカリー・ダル-56，会議派-46，BJP-12，その他-3
○ウッタラカンド州（70議席，66.2％）
会議派-32，BJP-31，大衆社会党-3，その他-4
○ UP州（403議席，59.4％）
社会主義党-224，大衆社会党-80，BJP-47，会議派-28，ラーシュートリア・ローク・ダル
-9，その他-15
○ゴア州（40議席，81.7％）
BJP-21，会議派-9，マハーラシュトラワディー・ゴア党-3，ゴア開発党-2，その他-5

【12月20日開票】
○ヒマーチャル・プラデーシュ州（68議席，74.6％）
会議派-36，BJP-26，その他-6
○グジャラート州（182議席，71.3％）
BJP-115，会議派-61，その他-6

（出所）　インド選挙委員会のデータ（http://eci.nic.in/）などから筆者作成。
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困線以下の世帯に対して月300ルピーを支援する州独自の事業を開始した。また
ダリット解放運動の先達であるアンベードカル（1891～1956年）の像や巨大なモ
ニュメントを建設しダリットの威信高揚を目指した。しかしそれは賛否両論を呼
んだ。一方で BSP州政権は，マヤワティ州首相の巨額な個人資産に疑惑の目が
向けられるなど，スキャンダルがついてまわった。
　選挙は，マヤワティ政権の腐敗を追及しムスリムへの留保制度の設立や学生の
支援など迎合主義的政策を掲げた SPが，ヤーダヴ・カーストやムスリムを中心
に幅広い支持を得て単独過半数を獲得した。得票率は2007年から2012年にかけて
SPは25.4％から29.1％へ，BSPは30.4％から25.9％へ変化したにすぎなかったが，
小選挙区制をとるため議席数の大きな変動につながった。会議派は UP州西部で
影響力を持つラーシュートリア・ローク・ダル（RLD）と選挙協力を組み，ソニ
ア・ガンディー総裁の長男であるラーフール・ガンディーを先頭に立てて党勢回
復を目指したが成功しなかった。 3月15日に SPのアキレーシュ・ヤーダヴが38
歳の若さで州首相に就任した（データの出所はインド選挙委員会。以下同様）。
　パンジャーブ州では前回と同じく，シロマニ・アカリー・ダル（SAD）と BJP
が連合を組み，会議派に対峙した。与党の SAD＝ BJP連合は政府の開発実績を
強調するとともに学生の支援など迎合主義的政策を掲げ支持を求めた。会議派も
農業用電力の無料供給の継続，貧困層への食糧穀物供給における補助金増額など
を掲げて支持を訴えた。投票率は78.2％と過去最高を記録した。得票率は前回
2007年とほとんど変化がなく，SADが34.7％，BJPが7.2％で計41.9％，会議派が
40.1％と僅差であった。 3月14日には SADの P・S・バダルを州首相とする SAD
＝ BJPの連合政権が成立した。
　一方，ゴア州では BJPとマハーラシュトラワディー・ゴア党が連合を組み，
それぞれ21議席， 3議席を獲得し与党会議派を破って， 3月 9日に BJPのM・
パッリカルが州首相に就任した。また，ウッタラカンド州では会議派が32議席で
第 1党となったが過半数に届かず，無所属や BSP議員の支持を得て政権発足に
こぎつけ， 3月13日に会議派の V・バフグナが州首相に就任した。マニプル州で
は与党会議派が42議席を得て圧勝し， 3月14日に O・イボビが州首相に就任した。
　2012年の後半にはヒマーチャル・プラデーシュ州で11月 4日，グジャラート州
では12月13，17日に投票が行われ，12月20日にまとめて開票された。
　グジャラート州は，中断はあったが，BJPが1995年から政権についており，
2001年からは N・モディが州首相を務めている。野党の分裂やモディ州首相の人
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気から BJPの勝利は予想されていたが，「大勝」できるか注目された。モディは
次回連邦下院選挙で BJP連合が勝利した時は連邦首相に推される可能性がある
からである。しかし，モディは BJPと密接な関係にあり，ヒンドゥー民族主義
を掲げる民族奉仕団（RSS） 出身で，RSSの関連団体がかかわり1000人を超える
死者を出した2002年の宗派暴動時の州首相でもあった。そのため事件への関与，
責任が常に問題となってきた。たとえば， 2月 8日にグジャラート高裁は当時の
モディ政権の無為無策を批判した。最高裁が任命した特別調査チームは 2月 9日
に，モディ州首相が事件に直接関与した証拠はないとする報告書を提出したが，
他方， 8月31日に特別法廷が当時のモディ内閣で女性・児童開発大臣を務めた
M・コドナニに28年の実刑判決を言い渡したことは，モディ政権の汚点となった。
　選挙ではモディ政権は開発や福祉政策の実績を強調し支持を訴え，会議派は開
発に加えて人々の安全保障を掲げて支持を訴えた。得票率は BJPが47.9％，会議
派が38.9％で，BJPが勝利を収め，12月25日にモディが州首相に就任した。
　一方，ヒマーチャル・プラデーシュ州では会議派が過半数の36議席を確保し
V・シンが12月25日に州首相に就任した。

アッサム州のエスニック紛争
　アッサム州の「ボドランド領域県」（BTAD）では 7月に入りボド部族民とベン
ガル語を話すムスリム住民の間で大規模な暴力事件が起こり48万人以上の避難民
が発生し，11月までに100人を超す犠牲者が出た。
　先住民とされるボドはアッサム州西部の平野部に住み州人口の約 5％を占める
指定部族（後進的とされ憲法上優遇措置の対象）である。ボド居住地域は植民地期
からベンガルのムスリムや他民族が流入してきた歴史があり，そのため民族紛争
がしばしば起こっていた。とりわけ流入してきたムスリム住民とは土地などを
巡って対立があり，近年では1987年以降，たびたび暴力事件が起こっていた。こ
のような背景からボド民族の「自治」を求める運動が過激化し，襲撃事件，警察
や治安部隊との衝突などが頻発するようになった。「ボド解放の虎」（BLT，1996
年設立）は過激派のなかでももっとも有力な組織であった。
　事態の収拾のために取り決められたのが，2003年に中央政府，アッサム州政府，
BLTの間で結ばれた協定であった。同協定に基づき憲法改正が行われ「ボドラ
ンド領域協議会」が設立され，州西部でブラフマプトラ川北部のコクラジャール，
バクサ，チラング，ウダルグリ県にまたがる BTADが設立された。BTADの選
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挙は2005年に行われた。しかし，BTAD内でボド民族の人口は 3割にも満たず，
ボド以外の諸民族は BTADに必ずしも賛成していない。また「州」設立を目指
して武力闘争を捨てない「ボドランド民族民主戦線」などのグループもおり，事
態は近年に至るまで収束にはほど遠い状況が続いている。
　2012年に入っても不安定な状況が続き， 5月 7日には40以上の関連団体からな
る「ボドランド運動人民共闘委員会」が自治州設立，および政府と過激派の対話
を求め， 8日に BTAD地域でゼネストを行い，また， 6月 8日には列車を止め
る運動を展開した。 7月 6日にはベンガル語を話すムスリム住民が襲撃され 2人
が死亡した。一方，7月20日には BLTのメンバー 4人が殺害される事件が起こり，
ボドとムスリム住民の間には緊張が高まった。このような事件の連鎖が翌21日か
ら始まる大規模な衝突につながった。
　 7月21日にアッサム州の BTADのコクラジャール県でボド民族とムスリム住
民の間で衝突が起き， 8人が死亡した。州政府は外出禁止令を出し，事態の収拾
を図ったが，紛争は拡大し，両者の襲撃により27日までに死者は45人に達し，数
十万人が避難民となった。避難民の多くはムスリムといわれる。紛争は州政府の
手に負えず，そのため24日には軍が投入され， 8月上旬には事態は収束に向かっ
た。 8月14日には避難民の帰還が開始されている。しかし事態の完全な収束はな
らず，暴力事件がその後も散発的に起こっている。たとえば11月14日にはコクラ
ジャール県で銃撃事件が起こり 2人が死亡し，再び軍の出動が要請された。
　今回の事件については，ボドおよびムスリム指導者から，ある意味で一致する
評価が下されている。ボド指導者は，事件はボドに正当に属するものを取り戻す
ため起きたと暗に事件を正当化した。ボドランド領域協議会の副議長 K・ボルゴ
イリは，今回の事件で BTADの南に行ったムスリムは帰還すべきでなく，避難
した土地に移るべきと発言した。一方，「全アッサム・ムスリム学生ユニオン」
議長は事件を，ボド以外の住民を迫害し BTADから追い出すための「虐殺」で
あると非難した。すなわち，立場は180度違うが，双方とも BTAD内からムスリ
ム住民を排除することが事件の核心であると評価したのである。
　暴力の拡大を阻止できなかった州政府は厳しく非難された。たとえば，BTAD
で起こる暴力事件に対して，従来から州政府は準軍隊の増員など十分な防止措置
をとってこなかったと指摘された。また野党 BJPは事件後調査チームを派遣し
たが，州政府が迅速に対応をしていれば事件の深刻化は防げたと批判した。迅速
な対応ができなかった理由として BJPが指摘したのは，選挙政治の影響であった。
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アッサム州は2011年 4月の選挙で T・ゴゴイ率いる与党会議派が勝利しているが，
重要な勝因のひとつは，BLTが主体となってできた政党である「ボドランド人
民戦線」との選挙協力があったことである。また伝統的に会議派はムスリム住民
も重要な支持基盤としていることから，会議派州政権は敵対する双方を支持基盤
としていることになり，これが効果的な対応を妨げたと非難したのである。
　この事件の余波は他州にも広がった。 8月13日にはマハーラーシュトラ州プ
ネーで北東部の学生が襲撃される事件が発生した。またカルナータカ州バンガ
ロールでは北東部出身者が襲撃されるとの噂から，同地域出身者の間でパニック
が広がり，そのため特別列車が用意され 8月15日から17日にかけて約 2万4000人
の北東部出身者がバンガロールから脱出し，アッサム州などへ帰郷する事態と
なった。政府は噂を否定し，無責任な噂が広まるのを防ぐため，一時に大量の
ショートメッセージサービス（SMS）を送信することを禁止した。

頻発する女性への性犯罪
　デリーでは12月16日夜にバスに乗車中の女子学生が 6人の男性から性的暴行を
受ける事件が起こった。女性は救命のためシンガポールに移送されたが29日に死
亡した。この残虐な事件を契機として女性への性犯罪に対する抗議と罰則強化を
求める運動が広まった。18日には連邦議会で強い非難の声が上がり，19日以降，
デリーでは女性団体などを中心に学生，市民を巻き込み数千人の大規模なデモが
起こった。デモは22日から23日にかけて警官隊と衝突した。またメディアもこの
事件をきっかけに女性，とくに社会的弱者層の女性の性的被害を積極的に報道す
るようになる。インドでは女性への性犯罪が相当な数に上っており，たとえば
2011年には政府の公式統計でも 2万4206人がレイプ被害に遭ったとされる。
　政府は世論に押される形で元最高裁長官 J・S・ヴェルマを委員長とする 3人
委員会を24日に設置し，女性への性犯罪に対する厳罰化，スピーディーな判決な
どを実現するために刑法等の関連法規の改正案を検討させた。同委員会は2013年
1月23日に報告書を内務省に提出した。報告書はレイプに対する懲役を最低20年
とするなど厳罰化の方向に沿った刑法等の改正を勧告した。 （近藤）

経 済

　2012/13年度（ 4～ 3月）はインドにとって経済成長が大幅に減速した 1年と
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なった。2012/13年度の成長鈍化は，農業，鉱工業，サービス業のすべての主要
部門の成長減速により生じた。とくに，サービス業部門は経済全体を超える6.6％
の成長率を示したものの，前年度の8.2％から大幅に減速し，2012/13年度の実質
GDP成長率低下の 7割近くを説明するなど，成長低下の主要な原因となった（表
2参照）。なおサービス業では地域・社会・個人向けサービスが成長率を高める
一方，金融・保険・不動産や商業・ホテル・運輸・通信などこれまでインドの高
成長を牽引したサービス部門がいずれも低い成長を示した。
　農業については2012年 6， 7月のモンスーン不足により 7月の作付けが遅れ，
夏作（カリフ）の穀物生産にマイナスの影響を与えた。その後 8， 9月になり，良
好な降雨により土壌と貯水環境は改善され，冬作（ラビ）の穀物生産の見通しも改
善されている。しかし，夏作穀物の減少は回復していないため，農業は全体とし
て経済成長を引き下げる可能性がある。また，鉱工業は前年度に続き低い成長に
とどまり，なかでも製造業の成長率は 1％台まで低下した。製造業の成長鈍化は，
国内の投資活動の停滞により機械・装置，電機，そしてコンピュータ機械などの
資本財生産が縮小したことや消費需要の低迷が自動車，食料品，アパレルなどの
各産業にマイナスの影響を与えたことが背景にある。
　実質 GDP成長率を支出面からみた場合でも，消費，投資，外需の主要な構成
要素の成長率はいずれも前年度に比べて減速していることがわかる。消費の成長

表 2　実質GDP成長率の推移（％）
  

2009/10 2010/11
第 2 次改定値

2011/12
第 1 次改定値

2012/13
予測値

GDP 8.6 9.3 6.2 5.0 
農業 0.8（0.1） 7.9（1.2） 3.6（0.5） 1.8（0.3）
鉱工業 9.2（2.6） 9.2（2.6） 3.5（1.0） 3.1（0.9）
　鉱業 5.9（0.1） 4.9（0.1） -0.6（0.0） 0.4（0.0）
　製造業 11.3（1.8） 9.7（1.6） 2.7（0.4） 1.9（0.3）
　電気・ガス・水道 6.2（0.1） 5.2（0.1） 6.5（0.1） 4.9（0.1）
　建設業 6.7（0.5） 10.2（0.8） 5.6（0.4） 5.9（0.5）
サービス業 10.5（5.9） 9.8（5.6） 8.2（4.7） 6.6（3.8）
　商業・ホテル・運輸・通信 10.4（2.7） 12.3（3.3） 7.0（1.9） 5.2（1.4）
　金融・保険・不動産など 9.7（1.6） 10.1（1.7） 11.7（2.0） 8.6（1.6）
　地域・社会・個人向けサービス 11.7（1.5） 4.3（0.6） 6.0（0.8） 6.8（0.9）
（注）　 1）2004/05年度を基準年とする要素価格に基づき算出。
　　　 2）表中のカッコ内の数値は寄与率を示している。
（出所）　インド統計・事業実施省中央統計局（CSO）のプレスノートに基づき作成。
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率低下は高止まりしたインフレ率と低い所得増加によるものであり，投資は高い
利子率，政策・行政の不確実性，そして土地収用や環境クリアランス取得の遅れ
などプロジェクト実施に対するさまざまな障壁の影響を受けた。また，外需は欧
州を中心とする世界需要の不振を反映し，製品輸出は 5月から11月にかけて前年
同時期の水準を下回って推移した。
　政府・財務省と中央銀行は第12次 5カ年計画の初年度にあたる2012/13年度の
成長率を年度当初 7％台と予測していた。しかし，この見通しは年央以降，段階
的に下方修正され，直近では，政府は5.7～5.9％，中央銀行は5.5％を予測してい
る。2012/13年度の成長率は本章執筆時点（2013年 2月中旬）では確定していないが，
おそらく政策当局が予測する 5 ％台になることが予想され，2012/13年度は
2002/03年度以来の低成長になることがほぼ確実となっている。

成長減速下での財政健全化の動き
　このように2012/13年度，インド経済は大幅な減速を示したが，政府はリーマ
ン・ショック後に発動したような大規模な財政支出の拡大に踏み切ることはな
かった。その背景には中央政府の財政赤字の拡大がある。インドでは2004年 7月
に発効した FRBM法により，政府の財政赤字を中期的に削減し，健全化させる
ことが法律で規定されており，実際に2008/09年度の予算編成時まで財政赤字の
対 GDP比は FRBM法で示された目標に沿って着実に低下していた。しかし，
2008年上半期に発生した国際商品価格の急速な上昇や2008年下半期に起こった世
界的金融危機の影響を緩和するために，インド政府は2008年末以降，FRBM法
を一時的に棚上げにして積極的に財政支出を拡大した。その結果，景気は回復し
たが，増額された食料，肥料，そして石油製品に対する補助金はその後も維持さ
れることになり，近年の財政赤字を拡大させる一因になっている。
　政府・財務省は2012/13年度の財政赤字について，年度当初，対 GDP比5.1％
に抑制すると発表していたが，補助金をはじめとする歳出が予想以上に拡大した
ことに加えて，4000億ルピーの収入を見込んだ第 2世代携帯電話周波数帯の入札
や3000億ルピー規模の国営企業の株式売却などの歳入計画が予定どおり進まな
かったため，2012年10月，財政赤字目標を5.3％に修正した。財務省は計画・非
計画支出を問わず歳出抑制を図っているが，財政赤字の目標達成は困難であると
いう見方が広がっている。また，10月の2012/13年度の財政赤字目標の改定とあ
わせて，財務省は財政再建の必要性を勧告した「財政健全化のための工程表に関
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する委員会」（委員長：V・L・ケルカル）の報告に従い，中期的な財政健全化の
工程表を発表した。これによると，政府は財政赤字をまず2013/14年度に GDPの
4.8％まで削減し，その後，毎年0.6％ずつ引き下げて，第12次 5カ年計画最終年
度の2016/17年度には対 GDP比3.0％にすることを計画している。このため，政
府がこの工程表を順守する限り，インドでは今後数年間，景気を刺激する目的で
の大幅な財政出動の余地は非常に限られることが予想される。

比較的高い水準で推移したインフレ率
　インドの代表的な物価指数である卸売物価指数（WPI）で測った2012年のインフ
レ率は，前年同月比で年平均7.5％となり，年末にかけて幾分低下傾向がみられ
たものの，年間を通じて7.2％（12月）から8.1％（ 9月）の高い水準で推移した。
2010年と2011年についても年平均WPIインフレ率はそれぞれ9.6％と9.5％であっ
たことから， 3年連続して比較的高いインフレ率が続いたことになる。前述のよ
うに減速する経済成長のなかでのインフレの高進により，とくに海外の投資家や
格付け会社からは，インド経済はスタグフレーションに入っている，もしくはそ
の状態に入りつつあるという声が聞かれた。
　2012年，インフレ率を引き上げた主な要因は，ほぼ 1年を通じた食料品の価格
上昇にあった。図 1はWPIとその主要な構成項目の変化率を示している。この
図からは食料品価格が年初以降，急速に上昇したことがわかる。実際，各項目の
寄与率を計算すると，食料品価格の上昇が物価上昇全体の 4割から 5割を説明し
ており，WPIでもっとも大きなウェイトを占める非食料製造品の価格上昇（いわ
ゆるコアインフレ）の寄与率（30.0％以下）を上回っている。2012年の食料品の価
格上昇は穀物や豆類など主要な食料品の多くの品目でみられ， 6月から 7月にか
けての降水量不足の影響を受けたと考えられている。その他，WPIインフレ率
は 9月に年間でもっとも高い水準になったが，これは政府による 9月13日の軽油
価格の引き上げが燃料・電力価格の上昇を通じて影響した結果である。
　このように高止まりする物価環境にもかかわらず，インド準備銀行（中央銀行，
RBI）は現金準備率（CRR）の引き下げにより市中に流動性を供給する一方，政策
利率であるレポ・レートについては 3年ぶりに2012年 4月に 1度，0.5％引き下
げただけにとどまり，2012年はそれ以上の利下げを行うことはなかった（図 2参
照）。中央銀行が利下げを行わなかった理由としては，足元のインフレ率が中央
銀行の理想的な目標水準と考える4.0～4.5％を上回っており，インフレリスクが
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依然として残っていたことに加えて，金融緩和に先立ち政府が補助金の抑制など
を通じて財政赤字を削減し，財政再建の道筋を示す必要があるとの認識があった。
また，需要サイドを示す非食料製造品の価格上昇が5.0％程度と比較的低い水準
で安定していたことや，食料品価格の上昇が人々の所得上昇に伴う嗜好の変化や
インフラの未整備による供給制約など，金融政策では対処できない要因の影響も
受けて生じているという認識も RBIの金融政策運営に影響を与えた。

（注）　 1）2004/05年度を基準年としている。
　　　 2）各主要構成項目のカッコ内の数値はWPIに占めるウェイトを示している。
（出所）　インド商工業省経済諮問室（OEA）のウェブサイト（http://www.eaindustry.nic.in/）のデー

タに基づき作成。
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　RBIは物価安定と経済成長の促進を金融政策の主要な目標としているが，2011
年以降，短期的な成長を犠牲にしてでもインフレ率を引き下げ，インフレ期待を
低い水準に抑えることを金融政策の最優先事項としており，この方針は2012年も
基本的に踏襲された。ただし，成長率の低下が景気の減速傾向をいっそう鮮明に
するなか，経済成長よりインフレ引き下げを重視する金融当局の姿勢に対しては，
政府・財務省や産業界から批判が多く寄せられた。2012年12月18日の金融政策レ
ビューのなかで，スバラオ RBI総裁は，2012/13年度第 4四半期（2013年 1～ 3
月）にはインフレ率が低下傾向に入ると予測しており，2013年以降の金融緩和の
可能性を示唆し，実際に2013年 1月，前年 4月以来の政策利率の引き下げに踏み
切った。しかし，中央銀行がさらなる利下げの前提条件のひとつにあげている財
政赤字削減の前途は厳しく，また前述のインフレ高進を引き起こす供給サイドの
要因はいずれも解決に時間を要すると考えられる。このため，中央銀行は，景気
減速に配慮しつつも，引き続きインフレ抑制と経済成長の促進という政策目標の
バランスをとる政策運営を行うことが予想される。

最安値を更新した為替レート
　2012年，インドの通貨ルピーは，主要通貨ドルに対して大幅に減価するなど，
大きな変動を示した。ルピーは2010年10月以降， 1ドル＝約44ルピーの水準で推
移していたが，2011年 8月から減価傾向を示しはじめた。12月中旬から2012年 2
月にかけて短期間調整された後，ルピーの減価傾向は再び強まり， 6月22日には
一時， 1ドル＝57.33ルピーとなり，史上最安値を更新した（この日の終値は 1ド
ル＝57.16ルピー）。
　インドの為替政策を担う RBIはこの時期，「特定の為替レート目標を持つこと
なく，必要に応じて必要な時に過度な為替変動を抑えるために介入する」という
従来からの為替介入の方針を繰り返し表明し，過度な為替減価に対しては直接的
に，もしくは国営商業銀行を通じて間接的にドル売り，ルピー買い介入を実施し
た。また，RBIは 5月から 6月にかけて，非居住者外貨預金の金利上限の緩和や
外貨建て輸出信用の金利規制の緩和（ 5月 4日），輸出業者に対して保有する外貨
預金口座残高の半分をルピー建てに交換することを求める通達の発出（ 5月10日），
非居住者によるインド向け送金の規制緩和（ 6月 8日），指定銀行の輸出信用リ
ファイナンスファシリティーの上限引き上げ（ 6月18日），政府債券に対する外国
投資の上限引き上げ（ 6月25日）など，いっそうの為替減価を回避するために資本



481

2012年のインド

流入を促進するさまざまな政策措置を相次いで講じた。その後，ルピー相場は 9
月に入りやや反転したものの，10月には再び減価傾向に転じて，年間最高値で
あった 2月 6日の 1ドル＝48.679ルピーに比べて約13％減価して2012年を終えた。

為替レート減価の背景とその影響
　2012年の為替レートの変動，とりわけ大幅な減価をもたらした主要な原因とし
ては，外国資本フローの影響が指摘される。国際的な資本フローは2010年以降顕
在化したギリシャをはじめとするユーロ圏諸国の債務危機問題により，新興国リ
スクに敏感になっていた。そうしたなか，2012/13年度の連邦予算のなかで発表
された一般的租税回避防止規定（GAAR）の導入や所得税の長期的遡及措置の方針
は，外国投資家のインド政府に対する不信感を高めることにつながった。また，
2011年から続くインフレの高進や経済成長の減速とともに，予算編成時の予測を
大幅に上回った2011/12年度の財政赤字と名目 GDP比4.2％という史上最高水準
を記録した経常収支赤字は，外国投資家にとってインド経済のファンダメンタル
ズ悪化としてとらえられた。こうした諸要因が重なり，FDIなどの資本流入は減
少し，ポートフォリオ投資に至っては2012年 3月から 6月にかけてネットで流出
となり，その結果，ルピーの急速な下落につながったと考えられる。
　ルピーの大幅な減価は，マクロ経済にいくつかの影響を及ぼしており，なかで
ももっとも顕著な影響のひとつは石油の輸入価格上昇に伴う財政赤字拡大の懸念
の高まりにみられた。軽油，灯油，プロパンガスなどの石油関連商品は国内で販
売される際の管理価格が市場価格に比べて低く抑えられており，国営石油販売各
社は管理価格と市場価格の相違から生じた損失を中央政府と石油ガス公社からの
補助金で埋め合わせている。このうち，2011/12年度の政府の石油補助金は6848
億ルピー（予算編成時点では2364億ルピー）であり，2012/13年度についても4358
億ルピーが計上された。しかし，為替レートの減価は輸入価格の上昇を通じて国
営石油販売各社の損失を予想以上に拡大させ，これを補填するための石油補助金
の増額は財政赤字のいっそうの拡大につながる圧力となった。
　こうした影響に加えて，為替レートの減価は上記の石油関連商品のような管理
価格品目以外の輸入価格も上昇させ，国内価格への転嫁を通じて，2012年のイン
フレ率上昇の一因にもなった。
　その一方，為替レートの減価は通常，輸出価格の低下と輸入価格の上昇を通じ
て，貿易赤字を減少させる（もしくは貿易黒字を増加させる）効果を持つが，こう
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した効果は2012年のインドではほとんどみられなかった。その背景には，外国の
景気後退により輸出が増加しない半面，石油や金などの価格非弾力的な品目の輸
入が増加したこと，そしてインドの輸出産業は生産要素の輸入に大きく依存して
いるため，為替レートの減価が生産コストの上昇を通じて価格競争力を低下させ，
輸出にマイナスの影響を与えたことが考えられる（Business Standard, 2012年 1月
23日付）。結局，2012年 4～12月にかけての貿易赤字は1519億ドルになり，為替
レートの減価にもかかわらず，赤字幅は前年同時期に比べてむしろ増加した（前
年同時期は1371億ドル）。ルピーの実質実効為替レートは名目為替レートの減価
により，2011年央以降，減価傾向を示したが，中期的には一定の水準に回帰して
おり，この点でも今回の名目レートの減価が対外競争力を大幅に改善することは
なかったと考えられる。

動き出した経済改革
　政府は，2012年，懸案事項であった「構造改革」の実施に着手した。前述のよ
うに，2011年11月24日，政府は FDIによる総合小売業への51％までの出資と単
一ブランド小売業への投資の51％から100％への引き上げを決定したが，連立与
党の一部や野党，流通業者協会などの関係団体からの強い反対にあい，総合小売
業に関する決定は棚上げにされた。こうした動きは，とりわけ外国の投資家を中
心に，インドの規制緩和を柱とする構造改革遅延の象徴として受け止められ，欧
米の有力な格付け会社が一様にインドの成長見通しについて厳しい評価を下す一
因になった。
　こうしたなか，経済成長の減速や資本流入の減少などに後押しされる形で，政
府は2012年に入り，FDIの拡大や財政赤字の削減を促す構造改革の実施を相次い
で決定した。はじめに， 1月10日，単一ブランド小売業への FDIの100％の出資
を承認する通達が出された。その後，インド経済の停滞感の払拭を試みる動きは，
9月13日の石油関連製品の補助金制限から本格的に開始された。ここでは，軽油
価格が2011年 6月以来 1年 4カ月ぶりに 1リットル当たり 5ルピー引き上げられ
るとともに，プロパンガスの補助金支給対象を 1世帯当たり年間14.2キログラム
のシリンダー 6本に制限することが決められた（その後，プロパンガスの補助金
支給対象は年間 9シリンダーに引き上げられた）。この一連の決定は国営石油販
売各社の損失拡大を抑え，損失を補填する政府の燃料補助金の削減を通じて財政
赤字の拡大を抑制すること，そして価格引き上げを通じて石油需要を低下させ，
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輸入額を減少させるねらいがあった。
　さらに， 9月14日には2011年末以降棚上げにされていた総合小売業に加えて，
民間航空業（外国航空会社も含めて49％まで），放送業（74％まで），電力取引所
（FDIを通じて26％まで，外国機関投資を通じて23％まで）への FDIの出資比率引
き上げが発表され，10月 4日には保険業に対する FDIの出資比率引き上げ（26％
から49％）と年金の外資開放が閣議決定された。FDIの出資比率引き上げは構造
改革が前進しているという印象を国内外に示すとともに，2011/12年度に過去最
大になったものの，2012/13年度に入り減速した FDIの流入を回復させ，外国の
資本と技術を活用することで財務状況に余裕がない各部門の近代化を促進すると
いう目的が背景にあった。
　上記のような一連の構造改革，とりわけ外資出資規制の緩和は，インドにおけ
る1991年以来の大規模な経済自由化の動きとして，国内外の投資家からは歓迎さ
れた。しかしその一方，政党間での駆け引きや関連団体の反発により，その実行
可能性について疑問視する声もあり，たとえ円滑に実施されたとしても経済成長
に結び付くまでには時間がかかるという見方もある。

銀行規制法の改正と銀行の新規認可に向けた動き
　2012年12月，銀行規制改正法案が上下両院で可決されたことで，インドでは商
業銀行の新規設立認可に向けた動きが加速している。2010年 2月，当時のムカル
ジー財務大臣（現大統領）が予算演説のなかで，企業や財閥も申請すれば銀行新設
を認可されることになるだろうという方針を示して以降，この問題を所管する
RBIは銀行新設に向けたガイドライン作りを開始した。RBIは2010年 8月，民間
部門における銀行の新規参入に関するディスカッションペーパーを公表し，その
後2011年 8月，民間部門における新銀行設立認可のガイドライン案を発表し，
2012年 7月にはガイドライン案に対して寄せられたコメント要旨を公表していた。
　2012年 7月，財務大臣に就任したチダンバランもこの問題には積極的であり，
RBIに対して銀行新設の最終的なガイドラインを作成し，認可申請の受付を開始
することを盛んに求めた。これに対して，RBIはガイドライン作成や申請受付の
前に，銀行規制法の改正が国会で承認されることが必要であると主張していた。
今回，銀行規制法が改正されたことで財閥による銀行業参入が容易になる一方，
RBIには預金者利益や適切な経営を保証するために一定期間，取締役会に代わる
強い監督権限が与えられることになった。また，民間銀行における投資家の議決
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権が10％から26％に引き上げられることになったため，銀行業に対する FDIが
今後いっそう増加することが期待されている。 （井上）

対 外 関 係

対米関係とイラン問題
　対米関係はおおむね良好であったが，イランに対して制裁を継続するアメリカ
にどう対処するかという点は問題となった。アメリカはイランが核兵器開発を秘
密裏に行っているとして対イラン制裁を主導してきた。オバマ政権は，2010年 7
月にイランと金融サービスや石油製品を取り引きする企業への制裁を柱とする包
括的イラン制裁法を成立させた。また2011年以降，イランと石油製品を取り引き
をしたり，金融関係を持つ企業や銀行がアメリカで事業を行うことを制限する制
裁措置を相次いで定めた。これらの措置に基づいてアメリカは各国に制裁に同調
するよう求めてきた。
　これに対して，インドは2012年 1月26日に石油・天然ガス大臣 J・S・レッ
ディーが，インドはイランからの石油輸入については国連の制裁には従うが，ア
メリカなどの要求には同調しないと述べ独自路線を強調した。また 3月28日に，
デリーで開催された BRICS（ブラジル，ロシア，インド，中国，南アフリカ）首
脳会議に先立ち BRICSの貿易担当大臣会合が行われたが，BRICSはアメリカと
EUが科しているイランへの制裁措置に同調しないことを確認した。
　しかし，ヒラリー・クリントン米国務長官が来訪し， 5月 7日にシン首相と会
談しイラン制裁への同調を求めた後，インドの政策には明らかな変化が生じた。
すなわち， 5月15日にはインド政府は2012年度のイランからの原油輸入量を前年
度比で11％削減する方針を明らかにした。政府はリスクを減らすため輸入国の分
散化を行ったと釈明したがアメリカの圧力は明らかであった。インドはイランか
らの輸入削減を相殺するため 5月18日に UAEと石油輸入に関する協議に入った
が， 5月23日には石油価格の大幅値上げを発表せざるをえなかった。クリントン
米国務長官は 6月11日には，イラン原油の輸入を大幅削減したインドなどに対し
て制裁措置を今後180日間は適用しないと発表した。アメリカへの同調姿勢は，
たとえば， 7月27日にアメリカが制裁を科したイランのタンカーがインドに入港
することを拒否したことにも示されている。アメリカは12月 7日に制裁をさらに
180日間適用除外することを発表した。
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　しかし，インドは，一方でイランとの関係を良好に維持しようとしていること
も明らかである。イランは石油供給源として，アフガニスタンや中央アジア諸国
への通路として，あるいは地域大国として無視できないからである。非同盟諸国
首脳会議でテヘランを訪問したシン首相は , 8月29日にアフマディネジャド大統
領などと会談し，貿易の拡大や，2014年に予定されているアメリカのアフガニス
タンからの撤退後に両国が協力して果たしうる役割などについて協議を行った。

中国，ロシア，日本との関係
　中国との関係は比較的安定して推移した。 3月 1日にインドは来訪中の楊潔箎

外務大臣と海賊対策や大陸棚調査に関して協力を進めることで合意し， 3月 5日
には， 1月に設置が決められた「インド・中国国境問題協議調整作業メカニズ
ム」の初会合が北京で建設的な雰囲気のなかで行われた。インドが 4月19日に中
国全土を射程におく核搭載可能な大陸間弾道ミサイル，アグニ Vの発射実験に
初めて成功したことに対しても中国から目立った反応はなかった。 9月 3日には
来訪中の梁光烈国防大臣が，中国はパキスタンが実効支配するカシミール（POK）
で中国人を建設工事などに派遣したことはないと説明し理解を求めている。中国
が，アルナーチャル・プラデーシュ州や中国が実効支配するカシミール地方のア
クサイチンを領土に含める図案をパスポートに印刷していることに対抗して，イ
ンド政府は11月23日からインドが主張する領土のスタンプを押印したビザを中国
で発給しはじめるという軋轢はあった。しかし，経済関係の深化は順調に進み，
11月26日にはデリーで第 2回インド・中国戦略経済対話が開催され，投資と貿易
を促進するための11の覚書が締結された。
　ロシアとは，旧ソ連時代から軍事的に密接な関係にあることを反映し，緊密な
兵器取引関係が続いている。インドは10月18日に T-90戦車搭載ミサイル 1万基，
巡航ミサイル，ブラモス200基以上をロシアから購入することを決定し，また12
月11日にロシアから戦闘機MiG-29の引き渡しを受けた。
　しかし，ロシアが TN州に建設するクダンクラム原発 3， 4号機を巡って問題
が生じた。原発を運転することになるインド原子力発電公社は，欠陥設備が原因
となって事故が起こった場合，その責任を負わないと政府に要求していることが
8月に明らかになった。そのため，反原発運動が活発化していることもあり，政
府は2010年の原子力賠償責任法を適用して事故の際には設置企業側にも責任を負
わせる条項の適用をロシアにも求めた。しかし，2008年の政府間合意ではそのよ
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うな条項は同意されていないためロシア側は反発し，協議が続けられている。ま
た，年次首脳会議でプーチン大統領が来訪中の12月24日に，2000億ルピーの軍事
関連契約など10の協定が両国間で合意され，両国およびベラルーシ，カザフスタ
ンを含む包括的経済パートナーシップ協定に向けての話し合いを行うことが合意
された。しかし，クダンクラム原発 3， 4号機の問題は解決には至らなかった。
　日本との関係は2011年 8月に「日本インド包括的経済連携協定」が発効したこ
ともあり，順調に推移した。2012年 4月30日に第 1回日印閣僚級経済対話がデ
リーで開催され，日本へのレアアースの輸出，鉄道，インフラ整備，省エネなど
で関係を強化することで合意した。10月30日にはデリーでインド，アメリカ，日
本の間で海上防衛協力に関する協議が行われた。また ASEAN関連首脳会議に出
席するためにプノンペンを訪れた日印首脳は高速鉄道，「デリー・ムンバイ間産
業大動脈構想」（DMIC），海上安全保障などについて協力方針を確認した。しか
し，日本の総選挙で年末に予定されていた年次首脳会合は延期された。 （近藤）

パキスタンとの関係
　パキスタンとは関係改善が順調に進んだ。政治交流も比較的順調に推移し， 2
月21日には連邦下院議長メイラ・クマールを団長とする議員団がパキスタンを訪
問した。また核安全保障サミットに出席するためソウルを訪問中のシン首相は 3
月27日にパキスタンのギーラーニー首相と会談した。 4月 8日にはザルダーリー
大統領はデリーでシン首相と会談し，両国間にはさまざまな問題があるが貿易は
それらの問題と切り離して発展させうると述べた。両国は 6月11日から係争地で
あるヒマラヤのシアチェン地域の軍事的対立を緩和するため，イスラマバードで
国防省事務次官会議を開催し，打開策を探った。また 7月 4日からデリーで外務
次官級会議が開催されテロ問題などについて協議が行われた。これらの会議では
大きな進展はなかったが対話の継続は信頼関係構築の重要な一環となっている。
　両国間の緊張を高めかねない出来事は散発的に起こった。たとえば10月 1日に
は国連総会で両国はカシミール紛争を巡って非難を応酬した。しかし，11日にパ
キスタン外務省は，国連総会での対立は両国間の対話に影響しないとの談話を発
した。カシミール問題など両国間に横たわる構造的問題には解決の糸口はないが，
政府間の信頼関係構築は続いている。
　経済面では，2011年から始まった経済・貿易関係改善の兆しは，2012年，さら
なる進展をみせた。2011年 4月28日，インド・パキスタン両国の商務次官は貿易
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関係の促進，ビジネス・ビザ発給基準の緩和，そして石油商品の貿易拡大などを
目指す共同声明を発表し，11月 2日，パキスタン政府がインドに対する最恵国待
遇の付与を承認した（最恵国待遇の付与はその後，撤回され，インドとの「貿易
正常化」の原則的承認が与えられた）。
　こうした流れを引き継ぎ，2012年 2月29日，パキスタン政府はインドとの貿易
に関して，輸入可能な品目を規定するポジティブリスト方式から輸入不可能な品
目を規定するネガティブリスト方式への転換を表明し， 3月20日には1209品目の
ネガティブリストを通知した。インド政府も 8月 1日，国防，宇宙，原子力以外
の分野について政府ルートでのパキスタンからの FDIの受け入れを初めて公式
に容認した。また，両国は 9月 8日にはビザ発給条件を緩和することで合意し，
12月17日から新しいビザ制度を開始した。さらに，貿易・商業活動を促進するた
め，互いに自国の商業銀行の支店を開設することについて交渉を続けている。
　両国間の貿易額は2010/11年度時点では26億ドルであったが，両国政府は一連
の関係改善を通じて2014年までにこれを60億ドルまで拡大させるという目標を
持っている。係争地での散発的な衝突がみられるなか，印パ間の貿易と経済関係
の正常化に向けた取り組みは両国の信頼醸成を促し，南アジア地域の安定と発展
に結びつく可能性があるため，今後の動向が注目される。 （近藤・井上）

2013年の課題
　政治においては翌2014年の連邦下院選挙に向けて動き出す。すでに迎合主義的
な政策がとられる気配がみられるが，厳しい財政事情のなかで経済改革の効果を
削がないことが求められよう。また会議派はシン首相がすでに高齢であることか
ら，2014年にむけて世代交代を迫られることは確実で，次期指導者と目される
ラーフール・ガンディーの動きが重要性を帯びてくるであろう。
　経済面での主要な課題は，政策当局が限られた財政・金融政策の手段を用いて，
インフレ抑制と成長促進という短中期的な課題に対処する一方，2012年に公表し
た一連の規制緩和路線を着実に実行に移し，中長期的な成長見通しを改善するこ
とにある。また，物品サービス税（GST）については長年議論が重ねられ，もっと
も重要な構造改革として位置づけられており，2013年のインド経済における重要
な動向のひとつになると考えられる。

（近藤：地域研究センター研究グループ長）
（井上：南山大学准教授）
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1 月 1 日 ▼政府，外国人個人投資家によるイ
ンド株式の直接購入を15日から解禁。
10日 ▼商工業省，単一ブランド小売業への
外国直接投資（FDI）の出資上限を現行の51％
から100％に引き上げる通達発出。
21日 ▼ジャールカンド州バーンダリアでマ

オイストの攻撃で警察官13人殺害。
23日 ▼オディシャ州ボランギル県のラトー

ル村で高カーストの放火により，指定カース
トの村が焼き払われる。
24日 ▼インド準備銀行（RBI），現金準備率

（CRR）を6.0％から5.5％に引き下げる（28日か
ら実施）。

▼インラック・タイ首相来訪（～26日）。
29日 ▼ベンガル湾で日本の海上保安庁とイ

ンドの沿岸警備隊の合同演習。
31日 ▼中央統計局（CSO），2010/11年度の

実質 GDP成長率（前年度比）速報値を発表。
前回改定値の8.5％から8.4％に下方修正。
2 月 2 日 ▼最高裁，第 2世代携帯電話周波数
帯割り当てを巡る汚職事件に関連して，2008
年 1月以降， 8社に割り当てられた122件す
べてのライセンスの取り消しを決定。
7 日 ▼ CSO，2011/12年度の実質 GDP成長

率（前年度比）の予測値を6.9％と発表。
8 日 ▼オディシャ州クタック，クルダ県で

密造酒により30人が死亡。A.U.シングデオ
州物品税大臣，辞任。
10日 ▼デリーで第12回インド・EUサミッ
ト開催。
13日 ▼デリーのイスラエル大使館の車へ爆

弾テロ。大使館員 1人負傷。

▼シャルマ商工業大臣，パキスタン訪問
（～15日）。

▼ RBI，バンクレートを6.0％から9.5％に
引き上げる。

15日 ▼ケーララ州コチ沖で操業中の漁船，
イタリアのタンカー警備員により誤射。 2人
死亡，警備員 2人逮捕（19日）。
16日 ▼ムンバイ市政選挙。与党シヴ・セー

ナー・インド人民党（BJP）連合勝利。会議
派・民族主義会議派連合敗北（17日）。
29日 ▼ CSO，2011/12年度第 3四半期の実

質 GDP成長率（前年度同期比）の概算値を
6.1％と発表。
3 月 5 日 ▼商工業省，綿花の輸出禁止を発表
（国内外からの批判を受けて12日に解除）。
6 日 ▼州議会選挙開票。ウッタル・プラ

デーシュ（UP）州では社会主義党，パンジャー
ブ州ではシロマニ・アカリー・ダル・BJP連
合，ウッタラカンド州では会議派，マニプル
州では会議派，ゴア州では BJPが勝利。
9 日 ▼ RBI，CRRを5.5％から4.75％に引

き下げる（10日から実施）。
12日 ▼予算国会開会（～ 5月22日）。
14日 ▼鉄道予算発表。西ベンガル州首相マ

マタ・バネルジー（全インド草の根会議派
[AITC]），運賃の値上げに抗議し，同党の
D・トリヴェディ鉄道大臣の罷免要求。
16日 ▼プラナブ・ムカルジー財務大臣，

2012/13年度予算案を国会に提出。2012/13年
度の実質 GDP成長率を7.6±0.25％，財政赤
字を GDP比5.1％と予測。
18日 ▼トリヴェディ鉄道大臣辞任。後任に

ロイ船舶省閣外大臣就任（20日）。
23日 ▼シン首相，韓国訪問（～27日）。李大
統領と会談，第 2回核安全保障サミット出席。
28日 ▼デリーで第 4回 BRICSサミット開
催。
4 月 7 日 ▼インド・アメリカ海軍共同軍事演
習「マラバール」ベンガル湾で実施（～16日）。
8 日 ▼ザルダーリー・パキスタン大統領来

重要日誌 インド　2012年
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訪。
11日 ▼ファヒム・パキスタン商業大臣来訪

（～13日）。13日，シャルマ商工業大臣，パキ
スタンからの FDI受け入れと商業銀行の支
店の相互開設に原則合意。
15日 ▼デリー市議会選挙。BJP勝利（16日）。
17日 ▼ RBI，2012/13年度金融政策声明を

発表。レポ・レートを8.5％から8.0％に引き
下げ。
19日 ▼核搭載可能な大陸間弾道ミサイル，

アグニ V，発射実験に成功。

▼商工業省，2011/12年度の輸出額を3037
億㌦と発表。年間目標（3000億㌦）を上回る。
また貿易赤字は1849億㌦で目標額（1500億㌦）
を上回り過去最大に。
30日 ▼アッサム州ドゥブリのブラマプトラ

川でフェリー沈没。100人以上死亡。

▼デリーで第 1回日印閣僚級経済対話開催。
5 月 5 日 ▼クリントン米国務長官来訪（～ 8
日）。
7 日 ▼ムカルジー財務大臣，一般的租税回

避防止規定（GAAR）の 1年延期などを発表。
8 日 ▼アッサム州で「全アッサム・タイ・

アホム学生連盟」と「ボドランド運動人民共
闘委員会」によるゼネスト。
15日 ▼政府，今年度のイランからの原油輸
入量を前年度比で11％削減する方針を発表。
23日 ▼インド，トルクメニスタン・アフガ
ニスタン・パキスタン・インド・ガスパイプ
ラインプロジェクト協定に署名。
27日 ▼シン首相，ミャンマー訪問（～29日）。
31日 ▼ CSO，2011/12年度の実質 GDP成長
率（前年度比）の改定値を6.5％と発表。予測
値（6.9％）から下方修正。また，2011/12年度
第 4四半期の実質 GDP成長率（前年度同期
比）の概算値を5.3％と発表。

▼政府，2011/12年度の財政赤字を対 GDP

比5.8％と発表（昨年時点の概算値は4.6％）。
6 月 8 日 ▼アッサム州で自治州設立を求める
「ボドランド運動人民共闘委員会」の大衆運
動。列車運行マヒ。
11日 ▼クリシュナ外務大臣訪米。13日，ク
リントン米国務長官と第 3回印米戦略対話。
13日 ▼マハーラーシュトラ州ラトナギリ県

でジャイタプル原子力発電所建設のための土
地の収用に反対し農民，漁民が抗議行動。
16日 ▼シン首相，主要20カ国・地域（G20）
サミット，BRICSサミット出席のためメキ
シコ，そして国連持続可能な開発会議出席の
ためブラジルを訪問（～23日）。
22日 ▼ルピー，対ドルレートで一時57.33

ルピ
ー まで減価し，史上最安値を更新（終値は 1
㌦＝57.16ルピー ）。
25日 ▼政府，2008年のムンバイ同時多発テ

ロ事件を計画したとされるアブ・ハムザ
（A・ジュンダル）容疑者の逮捕を発表。
26日 ▼ムカルジー財務大臣と V・シン零

細・中小企業大臣が辞任。財務大臣はシン首
相，零細・中小企業大臣はデシュムク科学技
術および地球科学大臣がそれぞれ兼任（ 8月
10日，デシュムク氏の入院に伴い，その職責
は V・ラヴィ在外インド人問題大臣が兼務）。
29日 ▼ RBI，2011/12年度の経常収支赤字
が過去最高の782億㌦（GDPの4.2％）になった
と発表。
7 月 7 日 ▼アッサム州の洪水犠牲者，121人に。
10日 ▼リー・シンガポール首相来訪（～12

日）。
12日 ▼カルナータカ州 BJP政権で州首相
の交代。J・シェッタルが州首相に就任。
18日 ▼ハリヤーナー州マネサールのマル
チ・スズキで工場労働者による暴動発生。 1
人死亡，100人近く負傷，114人が逮捕（その
後，同工場は 8月21日に操業再開）。
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19日 ▼大統領選挙が行われ ,ムカルジー
（元財務大臣）が当選し大統領に就任（25日）。
20日 ▼ RBI，優先部門貸付に関する指針改
定を発表。
21日 ▼アッサム州コクラジャール県でボド

民族とムスリム住民の間で衝突発生，27日ま
でに45人死亡，39万2000人が避難。
30日 ▼21州で大規模停電発生（～31日）。
31日 ▼内閣改造。財務大臣にチダンバラン

前内務大臣，内務大臣にシンデー前電力大臣
が就任。電力大臣はモイリー企業問題大臣が
兼任。

▼ RBI，法定流動性比率の24％から23％へ
の引き下げを発表。
8 月 1 日 ▼商工業省，パキスタンからの FDI
受け入れを決定。
2 日 ▼西ベンガル州ダージリン県で行われ

たゴルカ領域機構議員選挙でゴルカ人民解放
戦線圧勝。
8 日 ▼モンスーン国会開会（～ 9月 7日）。
11日 ▼アンサリ副大統領再任（副大統領選
挙 7日）。
13日 ▼マハーラーシュトラ州プネーで北東

部の学生が襲撃される。
15日 ▼カルナータカ州バンガロールで北東

部出身者が襲撃されるとの噂から，同地域出
身者がパニックに（～17日）。特別列車が用意
され約 2万4000人がアッサム州などへ帰郷。
政府は噂防止のため SMS大量送信を禁止。
17日 ▼政府，会計検査官報告により，2004
年から2009年の間，石炭鉱区の配分に透明性
を保証しなかったことで，国庫に 1兆8600億
ルピ
ー の損失を与えたという批判を受ける。
22日 ▼銀行法改正案に抗議する銀行員によ

る全国規模の大規模ストライキ（～23日）。
28日 ▼シン首相，第16回非同盟諸国会議出
席のため，イラン訪問（～31日）。

31日 ▼ CSO，2012/13年度第 1四半期の実
質 GDP成長率（前年度同期比）の概算値を
5.5％と発表。
9 月 3 日 ▼来訪中の梁光烈中国国防大臣，中
国はパキスタンが実効支配するカシミールで
中国人を建設工事などに派遣したことはない
と説明。国境の平和の維持および合同軍事演
習の実施を約束（ 4日）。
7 日 ▼クリシュナ外務大臣，パキスタン訪

問（～ 9日）。 8日，外務大臣会談。ビザ発給
条件の緩和などで合意。
10日 ▼タミル・ナードゥ（TN）州ティルネ
ルヴェーリでクダンクラム原発への抗議行動
が暴動に発展。
13日 ▼政府，軽油価格を 1 リッ

トル当たり 5 ルピ
ー

の引き上げとプロパンガスの補助金支給対象
を 1世帯当たり年間 6シリンダーに制限する
ことを決定。
14日 ▼政府，総合小売業，民間航空，電力
取引所，放送業への FDI出資比率引き上げ
を決定。20日，通達発出。
15日 ▼計画委員会，年間成長目標を以前の

9.0％から8.2％に引き下げた第12次 5カ年計
画案を承認（10月 4日に内閣承認）。
17日 ▼ RBI，CRRを4.75％から4.5％に引
き下げる（22日から 2週間で実施）。
18日 ▼ AITC，政府の燃料価格引き上げや

外資規制緩和などに反対して連立離脱を表明，
閣僚 6人辞任（21日に正式離脱）。
20日 ▼野党と小売業者，政府の外資規制緩
和に抗議するゼネストを実施。
30日 ▼アーンドラ・プラデーシュ州ハイデ

ラバードでテーランガーナー州設立を求める
デモ行進が暴徒化，警官隊と衝突。
10月 4 日 ▼政府，保険業に対する FDI出資
比率の引き上げと年金の外資開放を決定。
15日 ▼ギラード・オーストラリア首相来訪
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（～17日）。
18日 ▼政府，戦車搭載ミサイル 1万基，巡
航ミサイル，ブラモス200基以上をロシアか
ら購入することを決定。
24日 ▼ファンカルロス 1世・スペイン国王
来訪（～27日）。防衛産業や防衛関係者の人的
交流に関して覚書を署名。
26日 ▼クリシュナ外務大臣，辞表提出。27
日には閣内 4大臣，国務 3大臣，辞表提出。
28日 ▼内閣改造。外務大臣にはクルシッド

前司法・公正大臣が就任。
29日 ▼チダンバラン財務大臣，2012/13年

度の財政赤字目標を GDP比5.3％に修正する
一方，2017年 3月までに段階的に3.0％に削
減する方針を示す。
30日 ▼ RBI，CRRを4.5％から4.25％に引
き下げる（11月 3日から 2週間で実施）。
11月 1 日 ▼アッサム州のエスニック紛争の避
難民 3万人が避難キャンプを離れ帰還開始。
4 日 ▼チダンバラン財務大臣，2012/13年

度の実質 GDP成長率が5.5～6.0％になる見通
しを示す。

▼ハーパー・カナダ首相来訪（～ 9日）。
7 日 ▼ TN州ダルマプリ県で，カースト・

ヒンドゥーが被抑圧カーストの 3集落を襲撃。
9 日 ▼カルザイ・アフガニスタン大統領来

訪（～13日）。
13日 ▼ミャンマーの指導者アウンサン・
スーチー氏来訪。シン首相と懇談（14日）。
17日 ▼ジヴ・セーナー指導者 B・タカレー

死去。ムンバイ市政当局，治安強化。
18日 ▼シン首相，カンボジア訪問（～20日）。
第 7回東アジアサミット，第10回インド・
ASEANサミット出席のため。
20日 ▼ザルダーリー・パキスタン大統領，
印パ間のビザ取り決めを裁可。
21日 ▼2008年のムンバイ同時多発テロ事件

で拘束された唯一の実行犯であるM・A・
A・カサブ死刑囚の死刑執行。
22日 ▼冬期国会開会。AITCが下院へ政府

不信任案を提出したが，否決。
26日 ▼デリーで，第 2回インド・中国戦略
経済対話開催。投資と貿易を促進するための
11の覚書を締結。
30日 ▼ CSO，2011/12年度第 2四半期の実

質 GDP成長率（前年度同期比）の概算値を
5.3％と発表。
12月 5 日 ▼連邦下院，政府の総合小売業の外
資規制緩和法案を否認する動議を否決。上院
でも否決（ 7日）。
9 日 ▼ヤヌコーヴィチ・ウクライナ大統領

来訪（～12日）。
14日 ▼マニプル州でクキ民族の州設立を求

める「クキ州要求委員会」による「封鎖」が
中央政府との協議で解除。
16日 ▼デリー市内のバス内で女性が性的暴

行被害。17日には女性への性犯罪に対する抗
議と罰則強化を求め，学生，市民らによる大
規模デモ。警官隊と衝突（22～23日）。
17日 ▼財務省，2012/13年度の実質 GDP成

長率を5.7～5.9％，2013年 3月時点のWPIイ
ンフレ率を6.8～7.0％と予測。

▼インドとパキスタン，新ビザ制度を開始。
20日 ▼州議会選挙開票。グジャラート州で

は BJPが，ヒマーチャル・プラデーシュ州
では会議派が勝利。

▼銀行規制改正法案が上院で可決。

▼デリーでインド・ASEAN記念サミット
（～21日）。サービスと投資分野での FTAの
交渉完了。
24日 ▼プーチン・ロシア大統領来訪。

▼ヤダヴ・ネパール大統領来訪（～29日）。
27日 ▼国家開発評議会，第12次 5カ年計画
を承認。
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　 1 　国家機構図（2012年12月末現在）

　 2 　連邦政府主要人名簿
（2012年12月末現在）

大統領  Pranab Mukherjee
副大統領  Mohd. Hamid Ansari
法務総裁  Goolam E. Vahanvati

議会
上院議長  Mohd. Hamid Ansari
下院議長  Meira Kumar

司法
最高裁長官  Altamas Kabir
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　 3 　統一進歩連合閣僚名簿
（2012年12月末現在）

閣内（内閣）大臣
首相（兼：人事・苦情処理・年金，計画，原子力，宇宙）
 Manmohan Singh（INC）
財務  Palaniappan Chidambaram（INC）
農業，食品加工業
 Sharad Chandra Govindrao Pawar（NCP）
国防  A.K. Antony（INC）
内務  Sushi Kumar Sambhajirao Shinde（INC）
外務  Salman Khurshid（INC）
地球科学，科学技術  Jaipal Sudini Reddy（INC）
保健・家族福祉  Ghulam Nabi Azad（INC）
新エネルギー・再生エネルギー
 Farooq Abdullah（JKNC）
石油・天然ガス  M. Veerappa Moily（INC）
在外インド人問題  Vayalar Ravi（INC）
民間航空  Ajit Singh（RLD）
労働・雇用  Mallikarjun Kharge（INC）
人的資源開発  M. Mangapati Pallam Raju（INC）
商工業，繊維  Anand Sharma（INC）
陸上運輸・幹線道路  C.P. Joshi（INC）
住宅・都市貧困削減  Ajay Maken（INC）
船舶  G.K. Vasan（INC）
議会問題，都市開発  Kamal Nath（INC）
社会正義・エンパワーメント
 Kumari Selja（INC）
化学・肥料  M.K. Alagiri（DMK）
重工業・公企業
 Praful Manoharbhai Patel（NCP）
石炭  Sriprakash Jaiswal（INC）
司法・公正  Ashwani Kumar（INC）
パンチャーヤト制度，部族問題
 V. Kishore Chandra Deo（INC）
鉄鋼  Beni Prasad Verma（INC）
鉄道  Pawan Kumar Bansal（INC）
農村開発  Jairam Ramesh（INC）

国軍
陸軍参謀長  Bikram Singh
海軍参謀長  Devendra Kumar Joshi
空軍参謀長  Norman Anil Kumar Browne
統合国防長  Naresh Chandra Marwah

その他主要政府機関
中央捜査局長  Ranjit Sinha
中央情報委員会委員長  Satyananda Mishra
中央汚職取締委員会委員長  Pradeep Kumar
会計検査院院長  Vinod Rai
選挙管理委員会委員長  V.S. Sampath
国家後進諸階級委員会委員長  M.N. Rao
国家少数派委員会委員長  Wajahat Habibullah
国家指定カースト委員会委員長  P.L. Punia
国家指定部族委員会委員長  Rameshwar Uraon
国家女性委員会委員長  Mamta Sharma
国家人口委員会委員長  Manmohan Singh（首相）
国家人権委員会委員長  K.G. Balakrishnan
国家製造業競争力評議会議長
 V. Krishnamurthy
主席科学顧問官  R. Chidambaram
国家計画委員会委員長  Manmohan Singh（首相）
通信規制委員会委員長  Rahul Khullar
第13次財政委員会委員長  Vijay L. Kelkar
連邦人事委員会委員長  D.P. Agrawal
インド固有番号制度機関委員長
 Nandan Nilekani
保険規制開発機関委員長  Hari Narayan J.
国家災害管理機関委員長
 Manmohan Singh（首相）
科学産業研究評議会議長
 Manmohan Singh（首相）
医療審議会議長  K.K. Talwar
法廷弁護士審議会議長  Goolam E. Vahanvati
大学補助金委員会委員長  Ved Prakash
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通信・情報技術  Kapil Sibal（INC）
文化  Chandresh Kumari Katoch（INC）
水資源  Harish Rawat（INC）
少数派問題  K. Rahman Khan（INC）
鉱業  Dinsha J. Patel（INC）

国務大臣（単独で省を担当）
女性・児童開発  Krishna Tirath（INC）
青年問題・スポーツ  Jitendra Singh（INC）
消費者問題・食糧・公共配給
 Kuruppassery Varkey Thomas（INC）
統計・事業実施  Srikant Kumar Jena（INC）
環境・森林  Jayanthi Natarajan（INC）
北東地域開発  Paban Singh Ghatowar（INC）
観光  K. Chiranjeevi（INC）
情報・放送  Manish Tewari（INC）
飲料水・公衆衛生
 Bharatsinh Madhavsinh Solanki（INC）
電力  Jyotiraditya Madhavrao Scindia（INC）
零細・中小企業  K.H. Muniyappa（INC）
企業問題  Sachin Pilot（INC）

国務大臣
外務  E. Ahamed（MLKSC）
内務  Ramachandran Mullappally（INC）
内務  Ratanjit Pratap Narain Singh（INC）
首相府，人事・苦情処理・年金
 V. Narayanasamy（INC）
財務  Namo Narain Meena（INC）
財務  S.S. Palanimanickam（DMK）
国防  Jitendra Singh（INC）
外務  Preneet Kaur（INC）
社会正義・エンパワーメント
 D. Napoleon（DMK）
保健・家族福祉  S. Gandhiselvan（DMK）
保健・家族福祉
 Abu Hasem Khan Choudhury（INC）

陸上運輸・幹線道路
 Tushar Amarsinh Chaudhary（INC）
石炭  Pratik Prakashbapu Patil（INC）
農村開発  Pradeep Kumar Jain Aditya（INC）
通信・情報技術，船舶
 Milind Murli Deora（INC）
議会問題，計画  Rajeev Shukla（INC）
商工業  S. Jagathrakshakan（DMK）
労働・雇用  Suresh Kodikunnil（INC）
化学・肥料  Srikant Kumar Jena（INC）
農村開発  Lalchand Kataria（INC）
議会問題  Paban Singh Ghatowar（INC）
都市開発  Deepa Dasmunsi（INC）
民間航空  K.C. Venugopal（INC）
人的資源開発  Jitin Prasada（INC）
人的資源開発  Shashi Tharoor（INC）
商工業  Daggubati Purandeswari（INC）
鉄道  Adhir Ranjan Chowdhury（INC）
鉄道  Kotla Jaya Surya Prakash Reddy（INC）
石油・天然ガス  Lakshmi Panabaka（INC）
陸上運輸・幹線道路
 Sathyanarayana Sarvey（INC）
農業，食品加工業  Charan Das Mahant（INC）
農業，食品加工業  Tariq Anwar（NCP）
部族問題  Ranee Narah（INC）
社会正義・エンパワーメント
 Porika Balram Naik（INC）
通信・情報技術  Kruparani Killi（INC）
少数派問題  Ninong Ering（INC）

（注）　カッコ内は以下の政党名略号。INC（Indian 
National Congress）： 会 議 派，NCP（Nationalist 
Congress Party）：民族主義会議派， DMK（Dravida 
Munnetra Kazhagam）：ドラヴィダ進歩連盟，JKNC
（Jammu & Kashmir National Conference）： ジ ャ ン
ムー・カシミール民族協議会，MLKSC（Muslim 
League Kerala State Committee）：ムスリム連盟ケーラ
ラ州委員会，RLD（Rashtriya Lok Dal）：ラーシュート
リア・ローク・ダル 

（出所）　Who’s Who, Government, india.gov.in（http://india.
gov.in/my-government/whos-who）および各機関のウェ
ブサイト。
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　 1　基礎統計 
2007/08 2008/09 2009/10 2010/11 2011/12 2012/13

人 口（年度中央値，100万人） 1,138 1,154 1,170 1,186 1,202 1,217
組織部門就業人口（100万人）1） 27.549 28.172 28.708 28.999 - -
出 生 率（1000人当たり） 23.5 22.5 22.1 21.83） - -
食 糧 穀 物 生 産（100万トン） 230.8 234.5 218.1 244.5 259.3 250.14）
消 費 者 物 価 上 昇 率（％） 6.4 9.0 12.4 10.4 8.3 10.05）
為替レート（ 1ドル=ルピー）2） 41.293 43.417 48.351 45.737 46.672 53.494
（注）　 1）政府部門と雇用者数10人以上の事業所からなる民間非農業部門を含む。 2）年平均値。 3）第
2次改定値。 4）第 2次予測値。 5）4～12月の値。

（出所）　Ministry of Finance, Economic Survey 2011-12, 同, Economic Survey 2012-13, Ministry of Statistics 
and programme Implementation, Press Note: Quick Estimates of National Income, Consumption Expenditure, 
Saving and Capital Formation, 2010-11, 同, Press Note: First Revised Estimates of National Income, 
Consumption Expenditure, Saving and Capital Formation, 2011-12, 同, Press Note: Advance Estimates of 
National Income, 2012-13, Reserve Bank of India, Monthly Bulletin各号。

　 2　生産・物価指数 
2007/08 2008/09 2009/10 2010/11 2011/12 2012/13

鉱工業生産指数（2004/05=100） 141.7 145.2 152.9 165.5 170.3 167.04）
農 業 生 産 指 数（2007/08=100） 100 107 102.8 121 124.1 -
卸 売 物 価 指 数（2004/05=100） 116.6 125.0 130.8 143.3 156.1 168.63）5）
消 費 者 物 価 指 数（2001=100）1） 133 145 163 180 195 2195）
消 費 者 物 価 指 数（2010=100）2） － － － － 112 1275）

（注）　 1）産業労働者についての総合指数。 2）都市部と農村部の統合指数。 3）暫定値。 4）2012年 4
～11月の値。 5）2012年12月の値。      

（出所）　Ministry of Finance, Economic Survey 2012-13, Reserve Bank of India, Monthly Bulletin, February 2013.

　 3　国民所得統計1） 
2007/08 2008/09 2009/102） 2010/113） 2011/124） 2012/135）

国 内 総 生 産（10億ルピー）
名 目 45,821 53,036 61,089 72,670 83,535 94,620
実 質（2004/05年度価格） 38,966 41,587 45,161 49,370 52,436 55,035

実 質 G D P 成 長 率（％） 9.3 6.7 8.6 9.3 6.2 5.0
1 人当たり純国民生産（ルピー）
名 目 35,825 40,775 46,249 54,151 61,564 68,747
実 質（2004/05年度価格） 30,332 31,754 33,901 36,342 38,037 39,143

総国内資本形成（名目GDP比，％） 38.1 34.3 36.5 36.8 35.0 -
総 国 内 貯 蓄 率（名目GDP比，％） 36.8 32.0 33.7 34.0 30.8 -
（注）　 1）要素価格表示。 2）第 3次改定値。 3）第 2次改定値。 4）第 1次改定値。 5）予測値。
（出所）　Ministry of Statistics and Programme Implementation, Press Note: Quick Estimates of National Income, 

Consumption Expenditure, Saving and Capital Formation, 2010-11, 同, Press Note: First Revised Estimates of 
National Income, Consumption Expenditure, Saving and Capital Formation, 2011-12, 同, Press Note: Advance 
Estimates of National Income, 2012-13. 

　 4 　産業別国内総生産（実質：2004/05年度価格）1） （単位：1,000万ルピー）
2007/08 2008/09 2009/102） 2010/113） 2011/124） 2012/135）

農 林 漁 業 655,080 655,689 660,987 713,477 739,495 752,746
鉱 業 95,997 98,055 103,830 108,938 108,249 108,713
製 造 業 629,073 656,302 730,435 801,476 823,023 838,541
電 力 ・ ガ ス ・ 水 道 79,430 83,050 88,218 92,773 98,814 103,642
建 設 業 315,495 332,329 354,436 390,692 412,412 436,637
商業・ホテル・運輸・通信 1,009,520 1,085,125 1,197,891 1,345,660 1,440,312 1,514,593
金融・保険・不動産・ビジネスサービス 628,124 703,629 771,905 849,632 948,808 1,030,633
地域・社会・個人向けサービス 483,917 544,497 608,369 634,358 672,469 717,971
国 内 総 生 産（GDP）3,896,636 4,158,676 4,516,071 4,937,006 5,243,582 5,503,476
（注）　 1）要素価格表示。 2）第 3次改定値。 3）第 2次改定値。 4）第 1次改定値。 5）予測値。
（出所）　Ministry of Statistics and Programme Implementation, Press Note: Quick Estimates of National Income, 

Consumption Expenditure, Saving and Capital Formation, 2010-11, 同, Press Note: First Revised Estimates of 
National Income, Consumption Expenditure, Saving and Capital Formation, 2011-12, 同, Press Note: Advance 
Estimates of National Income, 2012-13.
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　 5　国際収支 （単位：100万ドル）
2007/08 2008/09 2009/10 2010/111） 2011/122） 2012/133）

経常収支 -15,737 -27,914 -38,181 -48,053 -78,155 -38,973
　貿易収支 -91,467 -119,519 -118,203 -127,322 -189,759 -90,672
　　輸出 166,162 189,001 182,442 256,159 309,774 146,549
　　輸入 257,629 308,520 300,644 383,481 499,533 237,221
　サービス収支 75,731 91,604 80,022 79,269 111,604 51,699
資本収支 106,585 7,395 51,634 63,740 67,755 39,989
総合収支 92,164 -20,080 13,441 13,050 -12,831 363
金融勘定 -92,164 20,080 -13,441 -13,050 12,831 -363
　 外貨準備増減（増
〈-〉，減〈+〉）
（注）　 1）部分改定値。 2）暫定値。 3）4～ 9月の値。
（出所）　Ministry of Finance, Economic Survey 2012-13.
　 6　国・地域別貿易 （単位：100万ドル）

2010/11 2011/12 2012/13（ 4 ～11月）2）
輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入

ヨ ー ロ ッ パ 49,926 71,181 57,762 91,541 34,920 53,487
E U 46,078 44,540 52,570 57,295 31,362 35,070
EU以外の西ヨーロッパ 3,704 26,589 5,008 34,078 3,409 18,343
東 ヨ ー ロ ッ パ 144 51 184 169 149 74
CIS ・ バ ル ト 諸 国 2,682 5,664 3,056 8,395 2,363 5,929
ア ジ ア ・ A S E A N 127,346 220,254 152,361 297,627 94,193 196,260
A S E A N 25,628 30,608 36,650 42,564 19,180 28,519
北 東 ア ジ ア 37,316 76,110 45,082 98,741 24,467 62,055
中 国 15,521 43,480 17,903 57,554 8,385 37,107
日 本 5,092 8,632 6,318 12,185 3,726 7,901
南 ア ジ ア 11,659 2,173 13,033 2,498 8,977 1,593
そ の 他 52,743 111,363 57,596 153,824 41,569 104,093
ア フ リ カ 19,731 31,956 24,661 43,062 17,919 27,774
ア メ リ カ 36,882 36,287 50,014 44,539 36,522 37,087
北 米 26,645 22,081 36,375 25,932 26,447 18,396
米 国 25,296 20,051 34,353 23,389 25,173 16,647
ラ テ ン ア メ リ カ 10,238 14,206 13,639 18,607 10,075 18,691

合 計1） 251,136 369,769 304,624 489,181 186,861 321,175
（注）　 1）非特定地域（unspecified region）を含む。 2）暫定値。
（出所）　Ministry of Finance, Economic Survey 2012-13.
　 7　中央政府財政 （単位：1,000万ルピー）

2010/11  2011/12 2012/13
（概算値）

2012/13
（改定値）

2013/14
（概算値）

歳入（1）=（2）+（5） 1,197,328 1,304,365 1,490,925 1,430,825 1,665,297
　経常歳入（2）=（3）+（4） 788,471 751,437 935,685 871,828 1,056,331
　　税収（3） 569,869 629,765 771,071 742,115 884,078
　　非税収（4） 218,602 121,672 164,614 129,713 172,252
　資本収入（5）=（6）+（7）+（8） 408,857 552,928 555,241 558,998 608,967
　　貸付回収（6） 12,420 18,850 11,650 14,073 10,654
　　その他収入（7） 22,846 18,088 30,000 24,000 55,814
　　借入など（8） 373,591 515,990 513,590 520,925 542,499
歳出（9）=（10）+（11） 1,197,328 1,304,365 1,490,925 1,430,825 1,665,297
　非計画支出（10） 818,299 891,990 969,900 1,001,638 1,109,975
　計画支出（11） 379,029 412,375 521,025 429,187 555,322
財政収支（12）=（2）+（6）+（7）-（9） -373,591 -515,990 -513,590 -520,925 -542,499
（出所）　Ministry of Finance, Union Budget 2012-13, 同, Union Budget 2013-14.
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